
（対象年度：令和5年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力

都道府県名 団体名

秋田県 井川町

財政力指数 0.21 標準財政規模（百万円） 2,376

R6.1.1人口(人) 4,310 令和5年度職員数(人) 75

面積（K㎡) 47.95 人口千人当たり職員数(人) 17.4

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

実質的
な債務

その他

債務高水準

建設債

(単位：人）

H22年 5,493 610 11.1% 3,127 56.9% 1,755 32.0% 319 12.9% 718 29.0% 1,437 58.1%

H27年 4,986 461 9.2% 2,649 53.1% 1,875 37.6% 326 13.6% 670 27.9% 1,404 58.5%

R2年 4,566 334 7.3% 2,245 49.2% 1,987 43.5% 249 11.2% 582 26.3% 1,386 62.5%

調査年 総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口

全国平均

秋田県平均
R2年

11.9% 59.5% 28.6% 3.2% 23.4% 73.4%

9.7% 52.8% 37.5% 8.6% 23.9% 67.5%

財務状況把握の結果概要  東北財務局秋田財務事務所財務課
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※平均値は、いずれもR4年度

※１．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R4年度における類型区分である。

　 ３．各項目の平均値は、各団体のR4年度計数を単純平均したものである。

　 ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。

 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（月）」として単純平均している。

（R5年度） 井川町 全国平均 類似団体平均

井川町 全国平均 類似団体平均

井川町 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移
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（単位：年）

（単位：％）

健全化判断比率 井川町 早期健全化 基準 財政再生 基準

実質赤字比率 - 15.00% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 20.00% 30.00% 

実質公債費比率 4.6% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 - 350.0% -

債務償還可能年数 0.0年 0.0年 0.0年 0.0年 0.0年

実質債務月収倍率 0.0月 ▲ 0.7月 ▲ 2.5月 ▲ 5.3月 ▲ 6.7月

積立金等月収倍率 11.5月 11.2月 11.5月 13.5月 14.5月

行政経常収支率 21.2% 21.3% 24.1% 26.9% 24.2%

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
（参考）

秋田県
平均値

2.1年 4.2年 5.5年

4.7月 6.1月 6.9月

14.5月 7.5月 6.7月

18.2% 13.9% 15.8%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

町村Ⅰ－２

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５か年推移

井川町

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）

井川町 全国平均 類似団体平均
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 435 437 416 420 437 14.1% 417 14.2%

　地方譲与税・交付金 145 155 172 168 171 5.5% 113 3.9%

　地方交付税 1,687 1,758 1,960 1,951 1,937 62.7% 1,665 56.8%

　国（県）支出金等 281 499 591 478 430 13.9% 560 19.1%

　分担金及び負担金・寄附金 7 18 18 8 8 0.3% 67 2.3%

　使用料・手数料 82 76 79 78 72 2.3% 61 2.1%

　事業等収入 31 30 29 31 33 1.1% 47 1.6%

行政経常収入 2,667 2,973 3,266 3,133 3,089 100.0% 2,931 100.0%

　人件費 491 602 626 612 635 20.6% 594 20.2%

　物件費 464 439 432 405 398 12.9% 676 23.0%

　維持補修費 60 97 111 92 96 3.1% 69 2.3%

　扶助費 225 227 288 267 283 9.1% 198 6.7%

　補助費等 373 494 537 565 603 19.5% 549 18.7%

　繰出金（建設費以外） 477 471 478 340 317 10.3% 276 9.4%

　支払利息 11 8 6 6 6 0.2% 8 0.3%

　（うち一時借入金利息） (－) (－) (－) (－) (－) (0)

行政経常支出 2,100 2,339 2,478 2,287 2,339 75.7% 2,369 80.8%

行政経常収支 567 634 787 845 750 24.3% 563 19.2%

　特別収入 25 488 32 28 42 83

　特別支出 23 464 2 19 49 50

行政収支（A） 570 658 817 854 743 596

■投資活動の部■

　国（県）支出金 32 123 141 24 147 75.4% 273 46.9%

　分担金及び負担金・寄附金 2 3 4 3 6 3.0% 53 9.0%

　財産売払収入 24 － 0 － 7 3.7% 10 1.6%

　貸付金回収 － － － － － 0.0% 11 1.9%

　基金取崩 13 11 12 46 35 17.9% 236 40.5%

投資収入 70 137 157 73 195 100.0% 582 100.0%

　普通建設事業費 184 386 452 319 547 280.2% 700 120.2%

　繰出金（建設費） 2 0 2 13 9 4.6% 48 8.3%

　投資及び出資金 － － － 43 15 7.9% 2 0.4%

　貸付金 － － － － － 0.0% 10 1.7%

　基金積立 111 255 313 376 323 165.5% 269 46.2%

投資支出 298 642 767 750 895 458.3% 1,029 176.7%

投資収支 ▲228 ▲505 ▲610 ▲677 ▲699 ▲358.3% ▲447 ▲76.7%

■財務活動の部■

　地方債 217 296 305 226 300 100.0% 326 100.0%

  （うち臨財債等） (69) (66) (62) (22) (10) (15)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 217 296 305 226 300 100.0% 326 100.0%

　元金償還額 472 464 472 337 397 132.5% 365 112.0%

　（うち臨財債等） (88) (169) (167) (64) (171) (91)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 472 464 472 337 397 132.5% 365 112.0%

財務収支 ▲255 ▲168 ▲167 ▲111 ▲98 ▲32.5% ▲39 ▲12.0%

収支合計 87 ▲15 40 66 ▲53 110

償還後行政収支（A-B) 98 194 345 517 346 230

■参考■

実質債務 2 ▲182 ▲699 ▲1,410 ▲1,739 ▲872

（うち地方債現在高） (2,553) (2,385) (2,218) (2,107) (2,009) (3,363)

積立金等残高 2,563 2,792 3,133 3,526 3,755 4,262

※類似団体平均値は、各団体のR４年度計数を単純平均したものである。

類似団体平均値
（R4年度）R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
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　なお、令和4年度の実質債務月収倍率▲5.3ヶ月は、類似団体平均4.7ヶ月と比較すると下回っている。

　なお、令和4年度の行政経常収支率26.9％は、類似団体平均18.2％と比較すると上回っている。

　なお、令和4年度の積立金等月収倍率13.5ヶ月は、類似団体平均14.5ヶ月と比較すると下回っている。

①ストック面（債務の水準）　

②フロー面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度））

①ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準）

②フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）

「１．債務償還能力について　②フロー面」に記載のとおり、収支低水準の状況にはない。

２．資金繰り状況について

　資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力としての積
立金等の水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】
　資金繰り状況については、留意すべき状況にはないと考えられる。

　債務の水準を示す実質債務月収倍率は、令和5年度（診断対象年度）では▲6.7ヶ月と、当方の診断基準（18ヶ
月）を下回っていることから、債務高水準の状況にはない。

　償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、令和5年度（診断対象年度）では24.2％と、当方の診断基準
（10％）を上回っていることから、収支低水準の状況にはない。
　

　資金繰り余力の水準を示す積立金等月収倍率は、令和5年度（診断対象年度）では14.5ヶ月と、当方の診断基
準（3ヶ月）を上回っていることから、積立低水準の状況にはない。

◆ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

　債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行政経常
収支率を利用して、ストック面（債務の水準）及びフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。

【診断結果】
　債務償還能力については、留意すべき状況にはないと考えられる。

井川町

（対象年度）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
類似団体平均値

 (R4年度)

債務償還可能年数 2.1年 1.1年 0.9年 1.1年 0.7年 0.0年 0.0年 0.0年 0.0年 0.0年 2.1年

実質債務月収倍率 6.8月 4.2月 2.8月 3.0月 2.0月 0.0月 ▲0.7月 ▲2.5月 ▲5.3月 ▲6.7月 4.7月

積立金等月収倍率 9.4月 10.3月 10.9月 10.2月 10.6月 11.5月 11.2月 11.5月 13.5月 14.5月 14.5月

行政経常収支率 27.3％ 29.8％ 24.7％ 21.5％ 23.5％ 21.2％ 21.3％ 24.1％ 26.9％ 24.2％ 18.2%

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

●財務指標の経年推移（補正後）

財務上の留意点

参考１　診断基準

定義

債務高水準
①実質債務月収倍率24ヶ月以上

②実質債務月収倍率18ヶ月以上かつ
　 債務償還可能年数15年以上

積立低水準
①積立金等月収倍率1ヶ月未満

②積立金等月収倍率3ヶ月未満かつ
 　行政経常収支率10%未満

収支低水準
①行政経常収支率0%以下

②行政経常収支率10%未満かつ
　 債務償還可能年数15年以上

　参考２　財務指標の算式

　・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支
　・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）
　・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）
　・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

　※実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等
　　有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等
　　積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金
　　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金
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＜地方債現在高＞
　・繰上償還を実施してきたことに加え、平成30年4月に開校した義務教育学校の関連整備事業等が終了したことなどに
　 より、発行額が元金償還額を下回って推移したため、減少している。

＜積立金等残高＞
　・令和2年度以降、その他特定目的基金（公共施設等整備基金）において、旧井川小学校整備事業等の大規模事業に
    備えるための積増しを行ったことにより、増加している。

＜実質債務＞
　・積立金等残高の増加を主因として、令和2年度以降はマイナスで推移している。

３．財務の健全性等に関する事項

【債務系統】

基準年度

診断基準 　　―

■前回ヒアリング（基準年度：平成27年度）以降の地方債現在高等の推移

前回ヒアリング以降の
診断基準抵触状況 　前回ヒアリング（基準年度：平成27年度）以降、債務高水準となっていない。

令和5年度 財務上の留意点 債務高水準となっていない

井川町
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地方債現在高＋有利子負債相当額 積立金等残高 実質債務月収倍率

(単位：百万円)

前回

(単位：月)

●主な数値の類似団体等比較（対人口比（1人あたりの金額）） （単位：千円）

9位 （94団体中) 2位 （25団体中)

74位 （94団体中) 3位 （25団体中)

※令和4年度比較（計数補正前）

192.4

1436.7 617.3

類似団体平均 秋田県平均

積立金等残高 803.9 1820.5

（順位） －

地方債現在高 480.3

（順位） －

井川町

■は上位20％に含まれる

今回

（単位：百万円）

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

3,666 3,367 3,106 2,933 2,823 2,565 2,610 2,434 2,116 2,016

　うち地方債現在高 3,648 3,351 3,088 2,916 2,808 2,553 2,385 2,218 2,107 2,009

2,120 2,395 2,472 2,267 2,377 2,563 2,792 3,133 3,526 3,755

　うち財政調整基金 405 408 411 461 511 561 548 531 509 500

　うちその他特定目的基金 1,030 1,261 1,207 1,121 1,109 1,208 1,452 1,753 2,080 2,363

1,546 972 634 666 445 2 ▲ 182 ▲ 699 ▲ 1,410 ▲ 1,739

※実質債務＝（地方債現在高＋有利子負債相当額）－積立金等残高

　積立金等残高

　実質債務

　地方債現在高＋有利子負債相当額

人口1人あたりの

金額が小さい順

人口1人あたりの

金額が大きい順
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【収支系統】

基準年度 令和5年度 財務上の留意点 収支低水準となっていない

診断基準 　　―

■前回ヒアリング時（基準年度：平成27年度）との比較

＜行政経常収入：323百万円増加＞
　・地方税　➡　製造業や太陽光発電事業の設備投資に伴う固定資産税（償却資産）の増加等（+7百万円）
　・地方交付税　➡　臨時経済対策費及び臨時財政対策債償還基金費の追加交付等により増加（+201百万円）
　・国（県）支出金等　➡　デジタル田園都市国家構想交付金の増加等（+120百万円）　
　

＜行政経常支出：398百万円増加＞
　・人件費　➡　職員数の増加や給与改定により増加（+169百万円）
　・物件費　➡　委託料が、さくらと彫刻のまちPR事業（イルミネーション、花火）等の実施や物価高騰により増加
　　　　　　　　　　（+21百万円）
　・扶助費　➡　低所得世帯等への給付金支給事業（物価高騰対応）により増加（+48百万円）
　・補助費等　➡　新型コロナウイルス感染症にかかる国の補助事業のほか、学校給食費補助金や高等学校等
　　　　　　　　　　　通学定期乗車券購入助成金など、町の単独事業により増加（+232百万円）

＜行政経常収支：75百万円減少＞
　　上記により、行政経常収支は減少したものの、行政経常収支率は24.2％と、引き続き高い水準を維持している。

前回ヒアリング以降の
診断基準抵触状況 　前回ヒアリング（基準年度：平成27年度）以降、収支低水準となっていない。

井川町

736 
825 

668 
574 628 567 

634 
787 

845 
750 

27.3%

29.8%

24.7%

21.5%
23.5%

21.2% 21.3%

24.1%

26.9%

24.2%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

行政経常収支率の推移

行政経常収入 行政経常支出 行政経常収支 行政経常収支率(右軸)

(単位:百万円)

今回前回
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　財務構造上の特徴を分析する観点から、類似団体平均及び秋田県平均と比較を行った。　

＜収入科目の特徴＞
　・類似団体平均及び秋田県平均と比べ、地方税の割合が低く、地方交付税の割合が高い。

＜支出科目の特徴＞
　・ 多くの公共施設の管理・運営を直営で行っていることなどにより、委託料が抑えられているため、物件費の割合が
     類似団体平均及び秋田県平均と比べ低い。

　■収入・支出科目の特徴について

井川町

収入面

●主な数値の類似団体等比較（行政経常収入に占める割合） （単位：%）

地方税

地方交付税

13.4

62.3

14.2

56.8

23.2

40.0

井川町 類似団体平均 秋田県平均

支出面

●主な数値の類似団体等比較（行政経常収入に占める割合） （単位：%）

※令和4年度比較（計数補正前）

秋田県平均

16.823.1

井川町 類似団体平均

物件費 12.9

13.4% 14.2%

23.2%

62.3%
56.8% 40.0%

15.3%
19.1%

25.8%

5.4%
3.9% 7.2%

3.7% 6.0% 3.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

井川町 類似団体

平均

秋田県平均

行政経常収入に対する収入科目の割合

その他

地方譲与税・交付金

国（県）支出金

地方交付税

地方税

令和4年度比較（計数補正前）

19.6% 20.3%
17.5%

12.9%

23.1%

16.8%

8.5%

6.7%
21.9%

18.0%

18.7%

17.0%10.9%

9.4%

10.1%

3.1%

2.6%

3.6%
27.0%

19.2%
13.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

井川町 類似団体

平均

秋田県平均

行政経常収入に対する支出科目の割合

行政経常収支

その他

繰出金

補助費等

扶助費

物件費

人件費

令和4年度比較（計数補正前）
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※上記の表について、青字は「好転」する、赤字は「悪化」する見通しであることを示している

策定時期 令和5年度

※「中期財政シミュレーション」は主にストック面（地方債現在高、積立金等残高など）の見通しを示したものであり、フロー
　 面（収入、支出）の見通しは含まれていない。よって、フロー面については、ヒアリング等により見通しを確認した。

【今後の見通し】

 計画名 中期財政シミュレーション

計画期間 令和5年度～令和12年度

　■ストック面・フロー面の見通し

①ストック面（債務の水準）

②フロー面（償還資源の獲得状況）

指標

実質債務 増加

行政経常収入 　人口減少により、地方税（町民税）や地方交付税が減少する見通しであるため。

行政経常支出 　補助費等や維持補修費が減少する見通しであるため。

見通し 主な要因

　行政経常収入の減少が行政経常支出の減少を上回る見通しであるため。

指標

行政経常収支

地方債現在高
　旧井川小学校整備事業や日本国花苑宿泊棟整備事業などの大規模事業により、
地方債の発行額が増加する見通しであるため。

積立金等残高
　上記大規模事業の実施に伴う、その他特定目的基金（公共施設等整備基金）等の
取崩しにより、残高が減少する見通しであるため。

見通し

減少

減少

減少

主な要因

　地方債現在高が増加し、積立金等残高が減少する見通しであるため。

増加

減少

井川町

■主な普通建設事業費 （単位：百万円）

うち地方債

備蓄倉庫整備事業 R6年度 259 259

旧井川小学校整備事業 R7年度～ 200 100

日本国花苑宿泊棟整備事業 R7年度 92 92

総事業費事業名 事業期間
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　２．井川町公共施設等総合管理計画について

　■特徴的な取組について

〇井川版ネウボラ

〇移住の促進

〇農業所得向上対策

〇起業・創業による雇用の創出

【その他】

  ➡高校生までの医療費無料化、保育料助成、給食費無償化、高等学校等通学定期乗車券購入費助成
     などを通して、 出産、育児から学童期、思春期に至るまで、切れ目ない子育て支援を実施。

　➡基幹産業である農業の多角化、所得向上を図るため、振興作物出荷奨励補助金等による支援を実施。

【今後の財政運営に係る留意点等について】

　１．中長期的な視点に立った財政運営について

　貴町が作成している「中期財政シミュレーション」は主にストック面（地方債現在高、積立金等残高など）の見通し
を示したものであり、フロー面 （収入、支出）の見通しは含まれていない。
　一方、今後は人口減少に伴い、収支が減少すると見込まれる中で、健全かつ安定的な財政運営を維持していく
ためには、中長期的な視点に立ったフロー面の管理も必要と考える。
　そのため、ストック面だけでなく、フロー面も含めた見通し（収支計画）の策定を検討し、今後の財政運営に反映
していくことが期待される。

　貴町の「井川町公共施設等総合管理計画（令和4年3月改訂）」によると、公共施設全体の将来更新費用（令和
3年度時点）は、今後40年間で約423億円（1年あたり約10.6億円）と推計されている。
　一方、個別施設計画等に基づき、施設の長寿命化対策や解体・譲渡などを実施した場合は、約297億円（1年あ
たり約7.4億円）となり、単純更新した場合と比較して約126億円（1年あたり約3.2億円）の費用削減効果が見込ま
れている。
　上記の試算結果を踏まえ、貴町では、建築物系施設の延床面積縮減やインフラ系施設の長寿命化対策などを
実施し、トータルコスト（将来更新費用）を30％削減する方針を掲げている。
　人口減少下において、必要な公共施設を維持していくために、今後も長寿命化対策等、同計画の着実な実行が
期待される。

　➡新たな事業や雇用の創出を図るため、起業者に対して、創業等チャレンジ支援事業補助金等による
　　 支援を実施。

　貴町では、「第2期井川町総合戦略（令和3年度～令和7年度）」に基づき、人口減少等への対策として、以下の
取組を実施している。

  ➡移住者の増加を図るため、井川暮らし応援補助金等の支給や定住化促進住宅「ジュネスドミール」の
　　 整備、SNSでの情報発信などを実施。

井川町
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【計数補正】

　　債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行っている。

　〇新型コロナウイルス感染症関係（特別定額給付金）

井川町

(単位:千円)

う ち そ の 他 ▲463,900

行 政 特 別 支 出 463,900

補 助 費 等 ▲463,900

う ち 公 営 企 業 等

う ち 一 部 事 務 組 合

行 政 特 別 収 入 463,900

う ち 県 支 出 金

国 （ 県 ） 支 出 金 等 ▲463,900

う ち 国 庫 支 出 金 ▲463,900

令和2年度
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